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平成３０年知立市議会６月定例会付議案件一覧表 

（議会資料） 

平成３０年５月２８日 

議 案 番 号 報告第３号 

議 案 名 平成２９年度知立市土地開発公社決算について 

概

要 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、平成

２９年度の知立市土地開発公社の決算を報告するもの 

実績内容 

１ 取得   １３７．３３㎡ 

２ 処分        ０㎡ 

議 案 番 号 報告第４号 

議 案 名 繰越明許費繰越計算書について（平成２９年度知立市一般会計） 

概

要 

地方自治法第２１３条第１項の規定に基づき翌年度に繰り越した繰越明許費の金額

を、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報

告するもの 

 事業名 

  １ 知立環状線整備事業（６，５７４，０００円） 

  ２ 知立駅周辺土地区画整理事業（９５，９００，０００円） 

  ３ 知立連続立体交差関連事業（３７，３３０，０００円） 

 

議 案 番 号 報告第５号 

議 案 名 
繰越明許費繰越計算書について（平成２９年度知立市公共下水道事業特別会

計） 

概

要 

地方自治法第２１３条第１項の規定に基づき翌年度に繰り越した繰越明許費の金額

を、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告するもの 

 事業名 

  下水道施設支障移転事業（１７，５４７，０００円） 

 

議 案 番 号 同意第３号 

議 案 名 知立市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

概

要 

知立市固定資産評価審査委員会委員の任期満了（平成３０年６月２９日）に伴う後

任の選任 

 西尾 祐一郎 氏の選任 
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議 案 番 号 諮問第１号 

議 案 名 人権擁護委員候補者の推薦について 

概

要 

人権擁護委員の任期満了（平成３０年９月３０日）に伴うもの 

吉川 洋子 氏の推薦 

 

議 案 番 号 議案第３９号 

議 案 名 知立市税条例等の一部を改正する条例 

概

要 

地方税法（昭和２５年法律２２６号）の一部改正等に伴うもの 

１ 改正内容 

(1) 個人市民税関係 

ア 給与所得控除及び公的年金等控除の一律引下げ並びに基礎控除の一律引上げ

に伴い、個人市民税の非課税措置の取扱いを従前どおりとするため、基準とな

る合計所得金額等の額を引き上げるもの 

イ 前年の合計所得金額が２，５００万円を超える納税義務者について、基礎控

除及び調整控除を適用しないこととするもの 

 (2) 法人市民税関係 

 資本金１億円超の普通法人等に対して、法人市民税の電子申告を義務付けるも

の 

(3) 固定資産税関係 

生産性向上特別措置法の規定により市が作成した計画に基づき、中小企業が一

定の設備投資を行った場合、これにより取得した償却資産に係る固定資産税を３

年間０とするわがまち特例を導入するもの 

 (4) たばこ税関係 

ア 製造たばこの区分として加熱式たばこの区分を新設するとともに、その課税

方式に係る規定を整備するもの 

イ 税率を３年間かけて段階的に引き上げることとするもの 

ウ 旧３級品の紙巻たばこに係る税率引上げの時期を６か月延期するもの 

 (5) その他所要の規定の整備を行うもの 

２ 施行期日 

  公布の日等（平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適用する等） 
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議 案 番 号 議案第４０号 

議 案 名 知立市都市計画税条例の一部を改正する条例 

概

要 

地方税法の一部改正に伴うもの 

１ 改正内容 

(1) 第１条関係 

  都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）に規定する都市再生推進法人

が、同法に規定する立地誘導促進施設協定の目的となる土地に、道路、広場等の

一定の施設を整備し、これを管理する場合に、当該土地に係る都市計画税の課税

標準を３分の２とするもの。 

(2) 第２条関係 

  地方税法の一部改正に伴う項ずれ部分を改正するもの。 

２ 施行期日 

 (1) 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日又はこの条例の公布の

日のいずれか遅い日（第１条関係） 

(2) 平成３１年４月１日（第２条関係） 

 

議 案 番 号 議案第４１号 

議 案 名 
知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

概

要 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第

６３号）の一部改正に伴うもの 

１ 改正内容 

放課後児童支援員の基礎資格に関し、次の改正を行うもの 

(1) 有効な教員免許状を有する者が基礎資格を満たすことを明確化する。 

(2) 対象を拡大し、５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長

が適当と認めたものを新たに加える。 

２ 施行期日 

 公布の日 
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議 案 番 号 議案第４２号 

議 案 名 
知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関する条例

の一部を改正する条例 

概

要 

 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）の一部改正に伴うもの 

１ 改正内容 

(1) 年収３６０万円未満相当の世帯の児童が幼稚園等における教育を受ける場合の

保育料の徴収基準月額を、次のとおり軽減するもの 

改正前 １４，１００円 → 改正後 １０，１００円 

(2) その他所要の規定の整理を行うもの 

２ 施行期日 

  公布の日（平成３０年４月分以後の保育料について適用） 

 

議 案 番 号 議案第４３号 

議 案 名 知立市手数料条例の一部を改正する条例 

概

要 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）の一部改正に伴うもの 

１ 改正内容 

介護保険法の一部改正により、平成３０年８月から、従来介護給付等対象サービ

スの利用者負担割合を２割とされていた者のうち特に所得の高い者について、利用

者負担割合を３割とすることとされたことに伴い、市が実施する介護予防・生活支

援サービス事業である訪問型サービスＡ及び通所型サービスＣの事業の利用者負担

についても同様の取扱いとするため、これらのサービスの利用に係る手数料につい

て、３割負担相当額を新たに設けるもの 

２ 施行期日 

  平成３０年８月１日 

 

議 案 番 号 議案第４４号 

議 案 名 知立市介護保険条例の一部を改正する条例 

概

要 

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）の一部改正に伴うもの 

１ 改正内容 

介護保険法施行令において使用される用語を条例で引用しているところ、当該用

語の同令中の規定箇所が移動したため、これに対応する規定整理を行うもの 

２ 施行期日 

  平成３０年８月１日 
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議 案 番 号 議案第４５号 

議 案 名 知立市介護サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

概

要 

介護保険法の一部改正等に伴うもの 

１ 制定内容 

介護保険法の一部改正により、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準を定める条例の制定義務が、都道府県から市町村へ移行したことに伴い、既

存の知立市指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例及び知立市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等

を定める条例において規定していた事項をこの条例に一本化した上で、次の事項を

規定するもの 

(1) 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について、従来愛知県

が定めていた内容を引き継いで規定する。 

(2) 指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、指

定介護予防支援事業者等による事業の運営及びこれらの事業者の指定について、

暴力団等の排除に係る基準を設ける。 

(3) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）の一部改正に伴い、指定

地域密着型サービス事業者の指定に関し、看護小規模多機能型居宅介護に係る指

定を受けようとする場合に限り、病床を有する診療所を開設している者で法人格

を有さないものも指定を受けられることとする。 

(4) 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３

７号）の一部改正に伴い、指定介護予防支援事業者が事業の運営に当たり連携に

努めるべき相手方に、指定特定相談支援事業者を加える。 

(5) その他所要の規定の整備を行う。 

２ 施行期日 

  公布の日 

３ 他の条例の廃止 

  附則において次の条例を廃止する。 

(1) 知立市指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例 

(2) 知立市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 
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議 案 番 号 議案第４６号 

議 案 名 知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

概

要 

１ 改正内容 

納税義務者が行う特例対象被保険者等に係る申告手続の簡素化を図るため、従来

提示を義務付けていた証明書類について、必要な場合に限り提示を求めることとす

るもの 

２ 施行期日 

公布の日 

 

議 案 番 号 議案第４７号 

議 案 名 市道路線の廃止及び認定について 

概

要 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）の規定に基づき市道の廃止及び認定をするも

の 

１ 次に掲げる１路線の廃止 

  新たな都市計画道路の認定に伴うもの 

２ 次に掲げる１路線の認定 

  都市計画事業による都市計画道路 

 

議 案 番 号 議案第４８号 

議 案 名 平成３０年度知立市一般会計補正予算（第１号） 

概

要 

１ 今回補正額 

７,９９３千円（補正後総額 ２３,７６２,９９３千円） 

２ 予算の概要 

別添「平成３０年度６月補正予算概要」参照 

 
 


